長久手市地域防災計画（平成27年度修正）の概要


○災害対策基本法等の関連法令の改正、国の防災基本計画、愛知県地域防災計画の見直しに伴い、これらの変更事項を本市の状況に合わせて適切に反映させる。
○災害発生後の時系列や活動の重要性、本市の災害特性等の観点から章項の順序及び構成を見直すとともに、県計画の構成や内容等を参照して標準的な様式とする。
○地震編において「風水害編参照」としていた箇所の見直しや記述内容の整合性を図る。
◆構成上の変更は、Ｐ.３～５（風水害編）とＰ.６～10（地震編）で目次を対照させて示してい

　る。
◆内容に関する変更は、下表左側の資料及び参考事項に基づき、その右側に主な修正項目を示している。Ｐ.11以降に、風水害編と地震編の修正要旨を掲載している。
	　　計画修正において使用した
　　主な資料及び参考事項
	主な修正項目

	愛知県地域防災計画

・新旧対照表（平成26年5月）

・平成27年修正原案

（平成27年4月）
	◇災害対策基本法(平成25年６月・平成26年11月)の改正に伴う修正等
　・指定緊急避難場所・指定避難所の指定

　・避難行動要支援者名簿に関する事項
　・地区防災計画に関する事項
◇南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に伴う修正

　・南海トラフ地震防災対策推進計画の位置付け

◇その他

　・建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正

　・緊急輸送道路の機能確保


	平成23年度～25年度愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査報告書（平成26年３月）
	・新たな地震被害想定及び減災効果

	気象業務法施行令の改正
（平成25年8月）
	・特別警報の発表基準と市民への周知

	土砂災害防止法の改正

（平成26年1月）
	・土砂災害警戒区域に関する警戒避難体制の整備

・ハザードマップ等の基礎調査の結果の義務付け

	本市の災害特性等に応じた見直し
	・災害初動ガイドラインの策定に伴う修正・追加

・避難勧告マニュアルの策定に伴う修正・追加



風水害等災害対策計画と地震災害対策計画について、愛知県地域防災計画に準ずる形で、時系列及び対策の重要性の観点による並び替えを行う。また、総則編については各計画に取り込む。

地震災害対策計画の「第４章　地震防災対策推進計画」については主に「第２編　災害予防」「第３編　災害応急対策」に取り込む形で整理をする。また、「第３章　地震防災強化計画」を「第５編　東海地震に関する事前対策」に改め、最終編に記載する。

風水害等災害対策計画の内容と重複する項目についても、地震災害対策計画で再掲するように文言を加える。

構成に関する変更案は以下の通りであり、章・節の新設については赤字、構成の見直しによる表現の変更・追加は青字で示す。

長久手市




　愛知県




※構成見出しの変更　編→章→節→第１

１．風水害等災害対策計画の構成に関する変更案








２．地震災害対策計画の構成に関する変更案













１．主に災害対策基本法の改正等（平成25年6月・平成26年11月）に伴う修正
資料「愛知県地域防災計画の修正、新旧対照表（平成26年5月、平成27年４月修正原案）」

（１）防災の基本理念及び重点を置くべき事項を新たに設置
　総則編にハード・ソフトを組み合わせた予防の基本理念や大規模広域災害への対応強化等を明記。（→地震編も同じ）
（２）指定緊急避難場所及び指定避難所の指定、避難所以外の場所に滞在する被災者についての

　　　配慮
　災害予防編「第８章 避難行動の促進対策」「第９章 避難所・要配慮者支援･帰宅困難者対策」に、指定緊急避難場所と指定避難所の指定等に関する事項を記載。また、在宅等での避難生活を余儀なくされる住民への支援も含めた避難所の運営支援についての記述を追加。（→地震編も同じ）
（３）避難行動要支援者に関する名簿の整備や避難支援に関する事項
　「旧第２節 第８ 災害時要援護者の安全確保対策」を、「第10章 第２節 要配慮者の安全対策」と改め、避難行動要支援者名簿の整備や避難行動要支援者の対象範囲等に関する事項を「長久手市避難行動要支援者支援マニュアル」と整合を図り内容を記載。

　また、新たに災害応急対策編「第９章 第２節 要配慮者支援対策」を設け、避難行動要支援者への避難支援等に関する事項を記載。（→地震編も同じ）
（４）地区防災計画に関する事項
　災害予防編「第１章 第１節 防災協働社会の形成推進」に、「住民等から地区防災計画の提案を受け、必要があるときは、市地域防災計画に地区防災計画を定めるものとする。」と地区防災計画の位置付けと内容を追記。（→地震編も同じ）
（５）市民への様々な伝達手段の確保

　防災基本計画に沿って、さまざまな環境下にある市民に向けて多様なメディア事業者への協力を得て、伝達手段を確保する旨を災害予防編「第８章 第１節気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備」を新設し対策を記載。（→地震編も同じ）
（６）罹災証明書の交付等
　災害復旧編「第１章 第１節 義援金その他資金等による支援」にて罹災証明書の交付体制の確立と遅滞のない交付について記載。（→地震編も同じ）

（７）緊急輸送道路の機能確保に伴う修正

　放置車両や立ち往生車両が発生した場合の道路管理者としての対策の追加に伴い、災害応急対策編「第７章 第３節 緊急輸送道路の確保」を改めて節立てし、対策を記載。（→地震編も同じ）

２．気象業務法施行令の改正（平成25年8月26日）に伴う修正
　　資料「気象業務法施行令（H25年8月26日改正）」
（１）特別警報の運用開始に伴う修正と、住民等の避難誘導
　災害応急対策編「第２章 第１節 気象警報等の伝達」に、特別警報の運用と、住民等への伝達系統について記載。
３．土砂災害防止法の改正（平成27年1月18日施行）に伴う修正　【検討中】
　　資料「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」
（１）土砂災害警戒区域の避難体制の充実・強化
　災害予防編「第６章 地盤災害の予防」を新設し、土砂災害警戒区域について、安全な避難場所の確保等、避難体制の充実・強化を図るため、避難場所及び避難経路に関する事項、避難訓練の実施に関する事項、ハザードマップによる情報の周知等について記載。（→地震編も同じ）

⇒長久手市避難勧告マニュアルに合わせて検討中

４．災害初動ガイドラインの作成に伴う修正　【検討中】
　　資料「長久手市災害初動ガイドライン」
（１）活動態勢の見直し
　非常配備体制、地震配備体制等の初動時の活動態勢等について見直しを行う予定。

（→地震編も同じ）

⇒長久手市災害初動ガイドラインに合わせて検討中

５．避難勧告マニュアルの作成に伴う修正　【検討中】
　　資料「長久手市避難勧告マニュアル」
（１）避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成
　「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（内閣府）が平成26年９月に作成されたことを受け、県においても必要な対策として市の措置として位置付けた。これを受け災害予防編「第８章 第３節 避難勧告等の判断及び伝達マニュアルの作成」を新設し、避難行動の促進を進めることを記載。（→地震編も同じ）

⇒長久手市避難勧告マニュアルに合わせて検討中


※風水害編と共通する修正項目は省略
１．南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に伴う修正
資料「愛知県地域防災計画の修正、新旧対照表（平成26年５月）」
（１）南海トラフ地震防災対策推進計画を位置づけ

　「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」が、「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」に改正され、愛知県内全市町村の推進地域指定を受けて、長久手市地域防災計画を南海トラフ地震防災対策推進計画に位置付ける。

　推進計画の内容が主に、避難訓練や資機材の備蓄等の災害予防に関する事項であるため、県計画に習い、災害予防編を充実した形で整理を行う。
２．建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正に伴う修正

資料「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成25年11月）」
（１）建築物の耐震化策の拡充に伴う修正

　建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正等を踏まえ、建築物の耐震化策を拡充することに伴い、災害予防編「第２章 第１節 建築物の耐震推進」に必要な修正を行う。

３．平成23年度～25年度 愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結果の反映
　　資料「愛知県地域防災計画の修正、新旧対照表（平成26年５月）」「平成23年度～25年度愛

　　　　　知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査報告書（平成26年３月）」
（１）被害想定及び減災効果
　総則編「第３章 第２節 地震被害の予測及び減災効果」に、上記資料の長久手市の被害想定データを記載する。

· 風水害等災害対策計画の主な修正事項の抜粋
　１－（１）防災の基本理念及び重点を置くべき事項を新たに設置
【主な修正箇所】

風水害等編　新 第１編第２章

→地震編　新 第１編第４章　も同じ

※下線が修正箇所

	第２章　基本理念及び重点を置くべき事項

第１節　防災の基本理念

近年、気候変動の影響に伴う台風の激化や局地的な大雨の頻発、市街化の進行等により、洪水、高潮等の災害リスクが高まっている。

災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、災害に備えていかなければならない。

市を始めとする各防災関係機関は、過去の災害から得られた教訓を踏まえ、適切な役割分担及び相互の連携協力の下、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくとともに、多様な主体が自発的に行う防災活動を促進し、市民や事業者、自主防災組織、ボランティア等と一体となって取組みを進めていかなければならない。

また、女性や高齢者、障がい者等の参画を拡大し、男女共同参画その他多様な視点を取り入れるとともに、科学的知見及び災害から得られた教訓を踏まえ絶えず改善を図っていくこととする。

防災には、時間の経過とともに災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の３段階があるが、それぞれの段階における基本理念は次のとおりである。

１　災害予防段階

災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合もあることから、ソフト施策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わせて一体的に災害対策を推進する。

２　災害応急対策段階

(1)　発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握する。また、時間の経過に応じて的確な情報収集に努め、収集した情報に基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資等災害応急対策に必要な資源を適切に配分する。

(2)　被災者のニーズに柔軟かつ機敏に対応するとともに、高齢者、障がい者その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）に配慮する等、被災者の年齢、性別、障がいの有無といった被災者の事情から生じる多様なニーズに適切に対応する。

３　災害復旧・復興段階

発災後は、速やかに施設を復旧するとともに、被災者に対して適切な援護を行うことにより、被災地の復興を図る。なお、大規模災害時には、復興計画を作成し、関係機関の諸事業を調整しつつ、計画的に復興を進める。

第２節　重点を置くべき事項

国の防災基本計画を踏まえ、本市の地域の防災対策において、特に重点を置くべき事項は次のとおりとする。

１　大規模広域災害への即応力の強化に関する事項

大規模広域災害にも対応し得る即応体制を充実・強化するため、発災時における積極的な情報の収集・伝達・共有体制の強化や、県や他市町村間の相互支援体制を構築すること。

また、市と企業等との間で協定を締結する等、各主体が連携した応急体制の整備に努めること。

２　被災地への物資の円滑な供給に関する事項

被災地への物資の円滑な供給のため、被災地のニーズを可能な限り把握するとともに、ニーズの把握や被災地側からの要請が困難な場合には、要請を待たずに必要な物資を送り込む等、被災地に救援物資を確実に供給する仕組みを構築すること。

３　住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項

住民等の円滑かつ安全な避難を確保するため、ハザードマップの作成、避難勧告等の判断基準等の明確化、緊急時の避難場所の指定及び周知徹底、立退き指示等に加えての必要に応じた屋内での待避等の指示、避難行動要支援者名簿の作成及び活用を図ること。

４　被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事項

被災者に対して避難生活から生活再建に至るまで必要な支援を適切に提供するため、被災者が一定期間滞在する避難所の指定、周知徹底及び生活環境の確保、被災者に対する円滑な支援に必要な罹災証明書の発行体制の整備、被災者台帳の作成及び活用を図ること。

５　事業者や住民等との連携に関する事項

関係機関が一体となった防災対策を推進するため、長久手市地域防災計画への地区防災計画の位置付け等による地区居住者等との連携強化、災害応急対策に係る事業者等との連携強化を図ること。

６　大規模災害からの円滑かつ迅速な復興に関する事項

大規模災害が発生した場合に、円滑かつ迅速な復興に資するため、県と連携し、市は、住宅復興計画・体制の検討を進める等、住民の意向を尊重しつつ、計画的な復興が図られる体制を整備すること。


　１－（２）指定緊急避難場所及び指定避難所の指定、避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮
【主な修正箇所】

風水害等編　新第２編 第８章 第２節、第９章 第１節

→地震編　　現第２章 第10節　　／新第２編 第６章 第２節、第７章 第１節も同じ

	第８章　避難行動の促進対策

―略―

第２節　避難場所及び避難路の指定等

１　避難場所の指定

市は、災害の種類に応じてその危険の及ばない場所・施設を指定緊急避難場所として災害対策基本法施行令に定める基準に従って指定し、災害の危険が切迫した場合における住民の安全な避難先を確保に努める。

(1)　一時避難場所の確保
市は、広域避難場所へ避難する前の中継地点として、避難者が一時的に集合して様子を見る場所又は集団を形成する場所並びにボランティア等の救援活動拠点となる場所として、公園、グランド（校庭を含む）、公共空地等を一時避難場所として確保する。
なお、避難者１人あたりの必要面積は、おおむね2㎡以上とする。

２　避難路の選定

避難場所を指定した市は、市街地の状況に応じて次の基準により避難路を選定し、日頃から住民への周知徹底に努める。

(1)　避難路はおおむね8m～10mの幅員を有し、なるべく道路付近に延焼危険のある建物、危険物施設がないこと。
(2)　地盤が堅固で、地下に危険な埋設物がないこと。
(3)　避難道路は、相互に交差しないものとする。
(4)　浸水等の危険のない道路であること。
(5)　自動車の交通量がなるべく少ないこと。

―略―

第９章　避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策

第１節　避難所の指定・整備

１　避難所等の整備
市は、地域の実情に応じた避難者数を想定し、さらに市町村相互の応援協力体制のバックアップのもとに避難所等の整備を図る。
また、避難者が最寄りの避難所等へ避難できるよう、必要に応じて町丁界や行政界を越えての避難を考慮して整備していくものとする。
２　指定避難所の指定
(1)　市は、避難所が被災した住民が一定期間滞在する場であることに鑑み、円滑な救援活動を実施し、また一定の生活環境を確保する観点から、学校や公民館等の住民に身近な公共施設等を災害対策基本法施行令に定める規模条件、構造条件、立地条件、交通条件等の基準に従って指定するものとする。
(2)　避難者の避難状況に即した最小限のスペースを、次のとおり確保するとともに、避難所運営に必要な本部、会議、医療、要配慮者等に対応できるスペースを確保するものとする。
一人当たりの必要占有面積

1㎡／人

発災直後の一時避難段階で座った状態程度の占有面積

2㎡／人

緊急対応初期の段階での就寝可能な占有面積

3㎡／人

避難所生活が長期化し、荷物置き場を含めた占有面積

(3)　必要に応じ県と連携を取り、社会福祉施設、公共宿泊施設等の管理者との協議により、配慮を要する高齢者、障害者等が相談等の必要な生活支援が受けられるなど、安心して生活できる体制を整備した福祉避難所の選定に努める。
(4)　指定に当たっては、原則として、防災関係機関、教育機関の管理諸室、病院等医療救護施設、ヘリポート、物資集配拠点などの災害対策に必要な施設を避難所として使用しないこととする。また、災害発生時に複数の避難者がやむを得ず指定避難所以外の施設に避難した場合は、その場所を新たに避難所として追認、登録することが必要である。

３　避難所が備えるべき設備の整備
避難所には、内閣府が作成した「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」を踏まえ、テント、仮設トイレ、毛布等の整備を図るとともに、空調・洋式トイレなど要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努める。
また、緊急時に有効な次の設備について、平時から避難所等に備え付け、利用できるよう整備しておくよう努めていく。
(1)　情報受発信手段の整備：防災行政無線、携帯電話、ファクシミリ、パソコン、拡声器、コピー機、テレビ、携帯ラジオ等
(2)　運営事務機能の整備：コピー機、パソコン等
(3)　バックアップ設備の整備：投光器、自家発電設備等

４　避難所の破損等への備え
市は、避難所として指定した施設等の破損に備えて、避難用テントの備蓄等を図る。
５　避難所の運営体制の整備
市は、県が作成した「愛知県避難所運営マニュアル」などを活用し、市の実情を踏まえ、避難所ごとに運営体制の整備を図るものとする。なお、避難所の運営にあたっては、現に避難所に滞在する住民だけでなく、在宅での避難生活を余儀なくされる住民への支援も念頭に置いた運営体制を検討する。


　１－（３）避難行動要支援者に関する名簿の整備や避難支援に関する事項
【主な修正箇所】

風水害等編　現第１章 第２節 第８／新第２編 第９章 第２節

→地震編　　現第２章 第９節　　 ／新第２編 第７章 第２節も同じ

	第２編　災害予防

第９章　避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策

第２節　要配慮者支援の安全対策



	―略―

３　避難行動要支援者対策

(1)　避難行動要支援者名簿の整備等

ア　要配慮者の把握
災害時において要支援者の適切な援助を迅速に行うためには、平常時から所在や実情を市や支援団体が把握しておくことが必要である。その際、個人情報の取り扱いには十分に配慮しながら収集管理を行う。

情報収集の方法として、以下のイ(ｱ)及び(ｲ)の対象者に対しては、市長寿課が実施する高齢者実態把握調査において民生委員児童委員が訪問調査を行い、「長久手市避難行動要支援者支援マニュアル」に基づく申請書を作成し、対象者の同意書を受領する。また、イ(ｳ)～(ｷ)の対象者に対しては、市福祉課から申請書及び同意書を送付する。登録希望者は申請書および同意書を記入し、市福祉課に提出することで申請を行う。いずれの対象者に対しても、本人や家族等に制度の趣旨を説明した上で、十分な理解を得るものとする。

イ　避難行動要支援者登録台帳の作成
市は、対象者の氏名・生年月日・性別・住所・電話番号その他の連絡先等を記入した申請書に基づき、避難行動要支援者登録台帳を作成する。

避難行動要支援者登録台帳に記載する者の範囲は、次の基準のいずれかに該当するものとする。

(ｱ)　65歳以上の一人暮らし高齢者
(ｲ)　75歳以上の高齢者のみで構成する世帯
(ｳ)　身体障害者手帳１級、２級の者（ただし腎臓機能障害者は３級及び４級を含む。）
(ｴ)　知的障害者のうち療育手帳がＡ判定の者
(ｵ)　精神障害者のうち精神障害者保健福祉手帳１級の者
(ｶ)　介護認定において要介護３以上で居宅生活をしている者
(ｷ)　前各号に掲げる者に準ずる状態にある者
ウ　避難行動要支援者名簿の更新と情報の共有

市は、常に最新の把握するため、原則年１回、台帳の更新を行い、支援団体等で共有する。

エ　支援団体への事前の台帳情報の提供

市が取得した個人情報を提供する範囲を以下のとおりとする。

(ｱ)　市
(ｲ)　消防本部・消防署
(ｳ)　民生委員・児童委員
(ｴ)　社会福祉協議会
(ｵ)　地域包括支援センター
(ｶ)　自主防災組織
(ｷ)　自治会連合会・区会
支援団体等のうち、市の一部区域を担当とする場合には、担当区域以外の個人情報を漏らさないよう措置を講じることとする。

市は、支援団体等から、「個人情報に関する誓約書兼受領書」を受領した上で、登録された要支援者にかかる個人情報を提供する。
また、市及び支援団体等は、要支援者のそれぞれの権限や特性に応じ、平常時においては見守りや啓発活動、災害時においては安否確認や所在確認、福祉避難所の開設等、復興期においては相談活動や生活再建支援を行う。


【主な修正箇所】

風水害等編　現　　　―　　　 　／新第３編 第９章 第２節

→地震編　　現第６章 第４節 第２／新第３編 第10章 第２節も同じ
	第３編　災害応急対策

第９章　避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策

第２節　要配慮者支援対策

１　避難行動要支援者の安否確認・避難誘導
地域住民、自主防災組織、民生委員等の避難支援者の協力を得つつ、避難行動要支援者へ情報伝達を行うとともに、安否確認・避難誘導を実施するものとする。
２　避難行動要支援者の避難支援
(1)　避難のための情報伝達
要配慮者のうち、災害時において自ら避難することが困難であって、円滑かつ迅速な避難の確保の観点で特に支援を要する避難行動要支援者に対しては、防災無線や広報車、携帯端末の緊急速報メールなど複数の手段を組み合わせるとともに、障害者等にあってはその障害区分等に配慮した多様な手段を用いて情報伝達を行う。
(2)　避難行動要支援者の避難支援
平常時から名簿情報を提供することに同意した避難行動要支援者については、名簿情報に基づいて避難支援を行う。その際、避難支援等関係者の安全の確保、名簿情報の提供を受けた者に係る守秘義務等の措置を講ずる。
また、平常時から名簿情報を提供することに不同意であった者についても、可能な範囲で避難支援を行うよう、避難支援等関係者その他の者に協力を求めるものとする。
(3)　避難行動要支援者の安否確認
避難行動要支援者の安否確認を行う際には、避難行動要支援者名簿を有効に活用する。
(4)　避難後における避難行動要支援者への対応
地域の実情や特性を踏まえつつ、名簿情報について避難場所等の責任者に引継ぐとともに、必要に応じて避難支援等関係者とともに避難場所から避難所への移送を行うこと。
３　避難所・在宅等における福祉ニーズの把握と福祉人材の確保
市は被災した要配慮者の生活状況と福祉ニーズを把握し、必要な専門的人材を確保し、ニーズに応じたサービスを提供するものとする。
４　福祉避難所の設置等
自宅や福祉施設が被災した要配慮者について、福祉避難所への移送や、被災を免れた社会福祉施設等への緊急入所等、適切な支援を実施するものとする。

５　福祉サービスの継続支援
福祉サービス提供者等と連携を図り、福祉サービスが継続されるよう支援するものとする。
６　県に対する広域的な応援要請
保健・医療・福祉等専門的人材の確保等において、広域的な応援が必要な場合は、県へ要請するものとする。
７　外国人に対する情報提供と支援ニーズの把握
次の方法により災害情報や支援情報等の提供を行うとともに、必要な支援ニーズを収集する。


	(1)　市国際交流協会や各種ボランティア団体との連携
(2)　県国際交流協会の「多言語情報翻訳システム」等の活用

(3)　愛知県災害多言語支援センター（大規模災害時に設置）が発信する多言語情報の活用

(4)　通訳ボランティア等の避難所等への派遣（ボランティアセンターを通じて依頼）


　１－（４）地区防災計画に関する事項
【主な修正箇所】

風水害等編　現第１編 第４節　　　 ／新第２編 第１章 第１節

→地震編　　現第１編 第４節　　　 ／新第２編 第１章 第１節　も同じ

	第１章　防災協働社会の形成推進

第１節　防災協働社会の形成推進

―略―

３　住民および事業者による地区内の防災活動の推進

(1)　市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努めるものとする。

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として長久手市防災会議に提案する等、市と連携して防災活動を行うこととする。

(2)　市は、市地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があるときは、市地域防災計画に地区防災計画を定めるものとする。


　１－（５）市民への様々な伝達手段の確保
【主な修正箇所】

風水害等編　新第２編 第８章 第１節

→地震編　　新第２編 第６章 第１節　も同じ

	第８章　避難行動の促進対策

避難勧告等は、空振りをおそれず、早めに出すことを基本とし、避難勧告等の判断基準の明確化を図る。

市長は、あらかじめ指定緊急避難場所の指定及び整備、避難計画の作成を行うとともに、避難に関する知識の普及を図り、市民の安全の確保に努める。

第１節　気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備

市は、さまざまな環境下にある住民等対して気象警報や避難勧告等が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、防災行政無線、ひまわりネットワーク、尾張東部放送、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）等を用いた伝達手段の多重化、多様化の確保を図る。

また、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。

（具体的な伝達内容等については、避難勧告マニュアルにて検討中）


　１－（６）罹災証明書の交付等
【主な修正箇所】

風水害等編　現第３章 第２節　　　  ／新第４編 第１章 第１節

→地震編　　現第６章 第３節　　　　／新第４編 第１章 第１節　も同じ

	第１章　民生安定のための緊急措置
第１節　義援金その他資金等による支援

―略―

４　罹災証明書の交付等
市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。
また、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。


１－（７）緊急輸送道路の機能確保に伴う修正

【主な修正箇所】

風水害等編　現第２章 第18節 第３　　　  ／新第３編 第７章 第３節

→地震編　　現第５章 第18節 第１ 　　　 ／新第３編 第８章 第１節　も同じ

	第７章 地域安全・道路交通・緊急輸送対策

―略―

第３節　緊急輸送道路の確保
１　道路被害情報の収集

巡視等の実施により、被害情報を速やかに把握する。
２　緊急輸送道路の機能確保

管理道路における緊急輸送道路指定路線について、障害物の除去、応急復旧等を行い、道路機能を確保する。

なお、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合で、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、道路管理者として、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。運転手がいない場合等においては、自ら車両の移動等を行うものとする。

３　情報の提供

緊急輸送道路の確保状況、通行規制、迂回路等の情報について関係機関、道路利用者等に対して情報提供を行う。


　２－（１）特別警報の発表基準と市民への周知
【主な修正箇所】

風水害等編　現第２章 第１節、第２節　　　  ／新第３編 第２章 第１節、第３節
	第２章　避難行動

第１節　気象警報等の伝達

１　気象警報等

(1)　気象・水象に関する特別警報・警報等に関する情報の収集及び伝達は、次のとおり。

＜気象・水象に関する特別警報・警報等の伝達系統＞







（注）

· 二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の措置が義務付けられている伝達経路。
· 気象庁本庁から西日本電信電話㈱（NTTマーケティングアクト福岡104センタ）には、特別警報及び警報についてのみ伝達を行う。
―略―

第３節　住民等の避難誘導
１　住民等の避難誘導

市職員、警察官、消防職員、その他の避難措置の実施者は、市民が安全で迅速に避難できるよう避難先への誘導に努める。誘導にあたっては、できるだけ自主防災組織、自治会、町内会ごとの集団避難を行うものとし、避難行動要支援者の避難を優先して行う。

また、市は、一時避難場所等に避難した者のうち、住居等が喪失するなどして引き続き救助を要する者に対して、避難所を開設し、避難行動要支援者に配慮して収容保護する。

なお、避難誘導、安否確認の実施にあたっては、避難行動要支援者に十分配慮するよう努め、社会福祉施設等を含め、民生委員や地域住民と連携して行うものとする。
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２　避難行動要支援者の支援

(1)　避難行動要支援者の安否確認・避難誘導
地域住民、自主防災組織、民生委員等の避難支援者の協力を得つつ、避難行動要支援者へ情報伝達を行うとともに、安否確認・避難誘導を実施するものとする。
(2)　避難行動要支援者の避難支援
ア　避難のための情報伝達
要配慮者のうち、災害時において自ら避難することが困難であって、円滑かつ迅速な避難の確保の観点で特に支援を要する避難行動要支援者に対しては、防災無線や広報車、携帯端末の緊急速報メールなど複数の手段を組み合わせるとともに、障害者等にあってはその障害区分等に配慮した多様な手段を用いて情報伝達を行う。
イ　避難行動要支援者の避難支援
平常時から名簿情報を提供することに同意した避難行動要支援者については、名簿情報に基づいて避難支援を行う。その際、避難支援等関係者の安全の確保、名簿情報の提供を受けた者に係る守秘義務等の措置を講ずる。
また、平常時から名簿情報を提供することに不同意であった者についても、可能な範囲で避難支援を行うよう、避難支援等関係者その他の者に協力を求めるものとする。
ウ　避難行動要支援者の安否確認
避難行動要支援者の安否確認を行う際には、避難行動要支援者名簿を有効に活用する。
エ　避難場所以降の避難行動要支援者への対応
地域の実情や特性を踏まえつつ、名簿情報について避難場所等の責任者に引継ぐとともに、必要に応じて避難支援等関係者とともに避難場所から避難所への移送を行うこと。


３－（１）土砂災害警戒区域の避難体制の充実・強化
【主な修正箇所】

風水害等編　現第１章 第２節 第８　　  ／新第２編 第６章 第３節
→地震編　　現第２章 第３節 第１　　  ／新第２編 第４章 第３節も同じ

	第６章　地盤災害の予防

第３節　土砂災害の防止

１　中部地方整備局及び県における措置
―略―

２　市における措置
(1)　土砂災害警戒区域に関する警戒避難体制の整備
市防災会議は、土砂災害警戒区域の指定があったときは、市地域防災計画において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる事項について定め、避難体制の充実・強化を図る。
ア　土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関する事項（エに掲げる施設に対する土砂災害警戒情報の伝達方法等）
イ　避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項
ウ　土砂災害に係る避難訓練の実施に関する事項
エ　警戒区域内に、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設であって、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるものがある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地
オ　救助に関する事項
カ　前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項
(2)　ハザードマップの作成及び周知
警戒区域をその区域に含む市長は、市地域防災計画に基づきハザードマップを作成する。作成に当たっては、土砂災害警戒区域等の範囲や避難場所、避難経路等を明示するとともに、土石流等のおそれのある区域から避難する際の方向を示すなど、実際の避難行動に資する内容となるよう努めるものとする。
また、ハザードマップを住民等に周知するに当たっては、ホームページに加え、掲示板の活用や各戸配付、回覧板など様々な手法を活用して周知する。

（避難勧告ガイドラインに合わせて記述内容を検討する予定）


４－（１）活動態勢の見直し

総則編　　　現第６節　　　　　　　　  ／風水害等編新第３編 第１章
→地震編　　現第５章 第１節　　　 　  ／新第３編 第１章も同じ

	第１章　活動態勢（組織の動員配備）

第１節　非常配備体制

第２節　災害対策本部

第３節　地震災害警戒本部

（活動の配備体制、班構成について災害初動ガイドラインに伴い見直す予定）


５－（１）避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成
風水害等編　新第２編 第９章 第３節
→地震編　　新第２編 第６章 第３節も同じ

	第９章　避難行動の促進対策

第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成
１　市における措置
(1)　マニュアルの作成
市は、避難指示、避難勧告、避難準備情報等について、次の事項に留意の上、避難すべき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアルを作成するものとする。
ア　必要に応じて河川管理者、水防管理者、気象庁等の協力を得ること
イ　豪雨、洪水、土砂災害等の災害事象の特性に留意すること
ウ　収集できる情報として次の情報を踏まえること
(ｱ)　気象予警報及び気象情報
(ｲ)　河川の水位情報、指定河川洪水予報
(ｳ)　土砂災害警戒情報、土砂災害警戒判定メッシュ情報
エ 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（内閣府）を参考にすること。
オ　区域の設定に当たっては、次の区域を踏まえること
(ｱ)　河川氾濫による浸水が想定される区域（水防法に基づく浸水想定区域等）
(ｲ)　土砂災害が発生するおそれのある土地（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく土砂災害警戒区域、土砂災害危険箇所、急傾斜地崩壊危険地区等）
カ　避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、屋内での待避等の安全確保措置を講ずべきことにも留意すること。
(2)　判断基準の設定に係る助言
判断基準を設定については、必要に応じて、専門的知識を有する中部地方整備局・県（河川・海岸管理、砂防所管）や名古屋地方気象台に助言を求めることとする。
(3)　判断のための助言を求めるための事前準備
市は，避難勧告又は指示を行う際に、国又は都道府県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。

（避難勧告ガイドラインを作成中。本計画には概要を記載）


· 地震災害対策計画の主な修正事項の抜粋
１－（１）南海トラフ地震防災対策推進計画を位置づけ
【主な修正箇所】

地震編　現第１章 第１節 第２　　　  ／新第１編 第１章 第２節

	第１編　総則

第１章　計画の目的

第２節　計画の性格

―略―

１　本計画では、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づいて作成される「長久手市地域防災計画」の「地震災害対策計画」編として、長久手市総合計画及び長久手市消防計画との整合のもとに、大規模な地震災害に対処するための措置事項を定める。

なお、本計画中、第５編は、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号；以下、「大震法」という。）第６条第２項の規定に基づく「地震防災強化計画」とする。

また、本計画中、第２編及び第３編は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号。）第５条第２項の規定に基づく「南海トラフ地震防災対策推進計画」とする。




２－（２）建築物の耐震化策の拡充に伴う修正

【主な修正箇所】

地震編　現第２章 第５節　　　  ／新第２編 第２章 第１節
	第２章　建築物等の安全化
第１節　建築物の耐震推進

１　市における措置

(1)　総合的な建築物の耐震性向上の促進

地震発生時の避難・救護拠点となる施設を始めとする既存建築物の耐震性向上を図るため、「耐震改修促進計画」に基づき、総合的な建築物の耐震性向上の推進を図っていくこととする。

特に、地震で建築物が倒壊することによる避難路の閉塞を防ぐために、優先的に耐震化に取組むべき避難路を指定し、その避難路沿道建築物の耐震診断の結果報告を義務付けることにより、対象建築物の耐震性向上を推進していく。

(2)　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の適正な施行

不特定多数の人が利用する大規模な建築物等の既存耐震不適格建築物に耐震診断結果の報告義務及び、多数の人が利用するる一定規模以上等の既存耐震不適格建築物に耐震診断・改修の努力義務を課した「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の適正な施行に努めることとする。

また、同法に基づき、大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上必要な建築物として、指定避難所等の防災上重要な建築物（昭和56年５月31日以前に着工した既存耐震不適格建築物に限る。）を指定し、耐震診断結果の報告を義務付けることとする。

２　耐震改修促進計画

(1)　既存耐震不適格建築物の耐震改修を促進するため「耐震改修計画」の認定制度、建築物の地震に対する安全性に係る認定制度等の適正な施行に努めることとする。

(2)　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により策定した「耐震改修促進計画」に基づき、総合的な既設建築物の耐震性の向上を推進していくこととする。

　また、同法に基づき指定した、地震で建築物が倒壊することによる避難路の閉塞を防ぐために優先的に耐震化を取組むべき避難路の沿道建築物の耐震性向上について、特に推進するために、その対象路線を指定し、耐震診断の結果報告の期限を定めることとする。

(3)　学校、病院、百貨店、事務所等多数の人が利用する一定規模以上等の既存耐震不適格建築物の所有者・管理者等に対し、耐震診断及び耐震改修の実施について、パンフレットなどにより普及・啓発するものとする。




３－（１）被害想定及び減災効果

【主な修正箇所】

地震編　現第１章 第２節 第２　　　／新第１編 第３章 第２節

	第３章　被害想定及び減災効果

第２節　地震被害の予測及び減災効果
１　想定地震等

(1)　南海トラフ地震

南海トラフでは約100〜200年の間隔で大地震が発生している。既往最大と言われる1707年の「宝永地震」(M8.6)クラスの地震をベースに、1854年安政東海(M8.4)、1854年安政南海(M8.4)、1944年昭和東南海(M7.9)、1946年昭和南海(M8.0)の揺れを網羅した「過去地震最大モデル」による被害予測の結果を示す。

また、「命を守る」という観点から、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震「理論上最大想定モデル」（1000年に一度あるいはそれより発生頻度が低いとされるもの）による補足結果も併記する。

―略―

２　南海トラフで発生する恐れのある地震・津波の被害予測
(1)　被害予測

本市における被害想定は、「過去地震最大モデル」で最大震度「６強」、「理論上最大想定モデル」で「６強」となり、これらによる被害は以下のとおりとなった。なお、掲載したデータは、被害が最大になる発災時季と時間帯のものである。

全壊・焼失棟数（冬夕18時発災）
揺れ

液状化
浸水・津波
急傾斜地
崩壊等
火災
合計※1
過去地震最大モデル

約70

*
*
*
約10
約80
理論上最大想定モデル（陸側ケース）
約200

*
*
*
約50

約300

死者数（冬深夜５時発災、早期避難率低の場合）
合計※1
建物倒壊
浸水・津波
急傾斜地崩壊等
火災
ブロック塀・自動販売機の転倒、屋外落下物
（うち屋内収容物移動・転倒、屋内落下物）
（うち自力脱出困難）
（うち逃げ遅れ）
過去地震最大モデル

*

*
*
*
*
*
*
*
*
理論上最大想定モデル（陸側ケース）

約10

*
*
*
*
*
*
*
約10

* ：被害わずか（５未満）

※１：次の①～③にしたがって端数処理を行ったため、合計が各項目の和に一致しない場合がある。

①5未満→「*」、②5以上100未満→「一の位を四捨五入」、③100以上１万未満→「十の位を四捨五入」

参考：「平成23年度～25年度　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等　被害予測調査結果」愛知県防災会議地震部会、平成26年５月

次のライフライン機能支障、避難者数、帰宅困難者数、災害廃棄物等の量については、「過去地震最大モデル」に基づく予測値である。

ライフライン機能支障（発災１日後；冬夕18時発災）
上水道
下水道
電力
固定電話
携帯電話
都市ガス
LPガス
断水人口（人）
機能支障人口（人）
停電軒数（軒）
不通回線数（回線）
停波基地局率（％）
復旧対象戸数（戸）
機能支障世帯数（世帯）
約29,000
約35,000
約26,000
約5,600
80%
*
約100
* ：被害わずか（５未満）
避難者数（人）（冬夕18時発災）
帰宅困難者数（人）
(昼12時発災)
災害廃棄物等（千トン）（冬夕18時発災）
１日後
１週間後
１ヶ月後
約400
約2,500
約500
約7,300～約8,600
約22
(2)　減災効果

「過去地震最大モデル」の想定被害に対して、建物の耐震化（耐震化率100%）や家具等の転倒・落下防止対策実施（実施率100%）等により、揺れによる全壊棟数は約６割減少し、死者数は約８割減少すると想定されている。

「理論上最大想定モデル」の想定被害に対して、建物の耐震化や避難対策等により、揺れによる全壊棟数及び死者数は約６割減少すると想定されている。




■参考資料

「資料第26　予警報の地域細分及び予報警報等の種類と発表基準」に特別警報を追加

	種　　　類
	基　　　　　　　　　　　準

	特　別　警　報
	大雨
	台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場合

	
	暴風
	数十年に一度の強度の台風や

同程度の温帯低気圧により
	暴風が吹くと予想される場合

	
	高潮
	
	高潮になると予想される場合

	
	波浪
	
	高波になると予想される場合

	
	暴風雪
	数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予想される場合

	
	大雪
	数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合


Ⅰ．長久手市地域防災計画の主な修正方針





Ⅱ．計画の構成に関する変更





■　風水害等災害対策計画


　第１編　総則


　第２編　災害予防 


　第３編　災害応急対策 


　第４編　災害復旧 

















■　地震災害対策計画


　第１編　総則


　第２編　災害予防　


　第３編　災害応急対策


　第４編　災害復旧


　第５編　東海地震に関する事前対策 








第１編　総則編





第２編　風水害等対策計画編


　第１章　災害予防計画 


　第２章　災害応急対策計画 


　第３章　災害復旧対策計画 














第３編　地震災害対策計画編


　第１章　総則 


　第２章　災害予防計画


　第３章　地震防災強化計画


　第４章　地震防災対策推進計画


　第５章　災害応急対策計画 


　第６章　災害復旧対策計画





第１編　総則編　現行計画


第１節　計画の目的と方針


第２節　市及び防災関係機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱


第３節　市民等の基本的責務


第４節　防災協働社会の形成促進


第５節　災害の想定及び本市の特質


第６節　防災活動体制


第７節　防災教育	


第８節　防災訓練	


第９節　自主防災組織の育成


第１０節　ボランティア活動の普及・啓発及び登録制度の推進


第１１節　広域応援体制


第１２節　企業防災の促進





風水害等災害対策計画編　現行計画


第１章　災害予防計画


第１節　防災施設・設備等の整備


第１　気象等観測施設・設備等


第２　消防施設・設備


第３　通信施設・設備


第４　水防施設・設備


第５　救助資機材・備品


第６　避難施設


第７　その他防災施設・設備


第２節　防災事業の促進


第１　砂防対策


第２　河川防災対策


第３　農地防災対策


第４　都市の防災化計画


第５　都市排水


第６　防災街区等整備対策


第７　特殊災害の予防


第８　災害時要援護者の安全確保対策	


第９　文教対策


第10　保育園及びその他の文教施設対策


第11　文化財保護対策


第12　ライフライン施設対策


第13　業務継続計画の策定





風水害等災害対策計画編　目次（修正案）


第１編　総則


第１章　計画の目的と・方針（旧第1編第1節）


第１節　計画の目的


第２節　計画の構成


第３節　計画の性格及び基本方針


第４節 災害の想定及び本市の特質（旧第1編第5節）


第２章 基本理念及び重点を置くべき事項新規


第１節 防災の基本理念新規


第２節 重点を置くべき事項新規


第３章　各機関の処理すべき事務又は業務の大綱（旧第1編第2節）


第１節　実施責任


第２節　処理すべき事務又は業務の大綱














第２編 災害予防


第１章防災協働社会の形成推進（旧第1編第4節）


第１節 防災協働社会の形成推進（旧第1編第3節・2編2節第13、第2）


第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携（旧第1編第9節、10節）


第３節　企業防災の促進（旧第1編第12節）


第２章 水害予防対策（旧第2節）


第１節 要配慮者関連施設に係る土砂災害対策新規


第２節　砂防対策（旧第2節第1）


第３節　河川防災対策（旧第2節第2）


第４節　農地防災対策（旧第2節第3）


第３章 事故・火災等予防対策（旧第2節第7）


第１節 鉄道災害対策


第２節 道路災害対策新規


第３節 危険物対策


第４節 林野火災対策


第５節 放射性物質対策


第４章 建築物等の安全化


第１節 ライフライン関係施設対策（旧第2節第12）


第２節 文化財保護対策（旧第2節第11,第9）


第３節 防災建造物整備対策新規


第５章 都市の防災性の向上


第１節 マスタープラン等の策定新規


第２節 防災上重要な都市施設の整備（旧第2節第4）


第３節　建築物の不燃化の促進（旧第2節第6）


第４節 市街地の面的な整備・改善（旧第2節第4）


第５節　都市排水対策（旧第2節第5）


第６章 地盤災害の予防新規


第１節 土地利用の適正誘導


第２節 宅地造成の規制誘導


第３節 土砂災害の防止（旧第2節第8）


第４節 地盤沈下の防止


第５節 被災宅地危険度判定の体制整備





風水害等災害対策計画編　目次（修正案）


第７章　防災施設等の整備（旧第1節）


第８章 避難行動の促進対策新規


第１節 気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備


第２節 避難場所及び避難路の指定等


第３節 避難勧告等の判断及び伝達マニュアルの作成


第４節 避難誘導等に係る計画の策定


第５節 避難に関する意識啓発


第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策新規


第１節 避難所の指定・整備新規


第２節 要配慮者支援の安全対策（旧第2節第8）


第３節 帰宅困難者対策支援体制の整備新規


第10章 広域応援体制の整備


第２節 広域応援体制の整備（旧第1編第11節）


第３節 救援隊等による協力体制の整備新規


第11章 防災訓練及び防災意識の向上


第１節 防災訓練の実施（旧第1編第8節）


第２節 防災のための意識啓発・広報（旧第1編第7節第6）


第３節 防災のための教育（旧第1編第7節、第2節第9）


第12章　防災に関する調査研究の推進新規


第３編　災害応急対策（旧第2章）


第１章 活動態勢（組織の動員配備）（旧第1編第6節）検討中


第１節　非常配備体制


第２節　災害対策本部


第３節　地震災害警戒本部


第４節 職員の派遣要請新規


第２章 避難行動


第１節　気象警報等の伝達（旧第1節第1）


第２節　避難の勧告・指示（旧第2節第1第2）


第３節 住民等の避難誘導（旧第2節第2）


第３章 災害情報の収集・伝達・広報


第１節 被害状況等の収集・伝達（旧第1節第1-3）	


第２節　通信手段の確保（旧第1節第2）	


第３節　広報（旧第1節第1-4）


第４節　一般通信施設（旧第20節）


第４章 応援協力・派遣要請


第１節　相互応援協力（旧第26節）


第２節　救援隊等による協力新規


第３節　自衛隊の災害派遣（旧第25節）


第４節 ボランティアの受入（旧第15節）


第５節 防災活動拠点の確保新規


第５章 救出・救助対策


第１節　救出・救助活動（旧第4節）


第２節 防災ヘリコプターの活用新規


第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策


第１節　医療救護（旧第8節）


第２節　防疫・保健衛生（旧第10節、3章3節第1）


第７章 地域安全・道路交通・緊急輸送対策


第１節　地域安全対策（旧第16節）


第２節　道路交通規制等（旧第17節）


第３節　緊急輸送道路の確保（旧第18節第３）


第４節　緊急輸送手段の確保（旧第18節）





風水害等災害対策計画編　現行計画










































































第２章　災害応急対策計画


第１節　防災活動	


第２節　避難及び避難所の開設


第３節　災害救助法の適用	


第４節　被災者の救出	


第５節　炊き出しその他による食品の給与


第６節　飲料水の供給


第７節　被服、寝具、その他生活必需品の給与又は貸与


第８節　医療及び助産


第９節　遺体の捜索、処理及び埋火葬	


第10節　防疫及び保健衛生	


第11節　清掃	


第12節　住宅の仮設及び応急処理


第13節　文教災害対策


第14節　障害物除去


第15節　労務供給


第16節　防犯


第17節　交通	


第18節　輸送	


第19節　電気・ガス・水道の供給	


第20節　一般通信施設	


第21節　防災営農


第22節　消防	


第23節　水防	


第24節　特殊災害等対策	


第25節　自衛隊の災害派遣	


第26節　相互応援協力	











風水害等災害対策計画編　現行計画































































































第３章　災害復旧対策計画	


第１節　公共施設災害復旧事業	


第２節　民生安定のための緊急措置に関する金融及びその他の資金


第３節　民生安定のためのその他の緊急対策


第４節　市税及び国民健康保健税の減免等


第５節　暴力団等への対策	








風水害等災害対策計画編　目次（修正案）


第８章 水害防除対策


第１節　水防（旧第23節）


第２節　防災営農（旧第21節）


第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策


第１節　避難所の開設・運営（旧第2節第3）


第２節 要配慮者支援対策新規


第３節 帰宅困難者対策新規


第10章 水・食品・生活必需品等の供給


第１節　給水（旧第6節）


第２節　食品の供給（旧第5節）


第３節　生活必需物資の供給（旧第7節）


第11章　廃棄物処理対策


第１節　環境汚染防止計画（旧地震・第5章第17節第2）


第２節　廃棄物処理計画（旧第11節）


第12章　遺体の取扱い（旧第9節）


第１節 遺体の捜索（旧第9節第2）


第２節 遺体の処理（旧第9節第2）


第３節 遺体の埋火葬（旧第9節第3）


第13章ライフライン施設等の応急対策（旧第19節）


第１節　電力施設対策	


第２節　ガス施設対策	


第３節　水道施設対策	


第４節　通信施設の応急措置新規


第５節　郵便業務の応急措置（旧第1節第2-6）


第14章　鉄道災害対策（旧第24節第1）


第15章　道路災害対策（旧第24節第2）


第16章　危険物等災害対策（旧第24節第5）


第17章　放射性物質災害対策（旧第24節第4）


第18章　大規模な火災及び林野火災対策（旧第24節第6）


第19章　住宅対策


第１節 被災宅地の危険度判定新規


第２節 被災住宅等の調査新規


第３節 公共賃貸住宅等への一時入居新規


第４節 応急仮設住宅の設置及び管理運営（旧第12節）


第５節 住宅の応急修理（旧第12節第3）


第６節 障害物の除去（旧第14節）


第20章　学校における対策（旧第13節）


第１節 気象警報等の伝達、臨時休業及び避難等の措置（旧第13節第1）


第２節　教育施設及び教職員の確保（旧第13節第1-3）


第３節　応急な教育活動についての広報新規


第４節　教科書・学用品等の給与（旧第13節第2）


第４編 災害復旧（旧第３章）


第１章　民生安定のための緊急措置（旧第2節）


第１節 義援金その他資金等による支援（旧第2節）


第２節市税及び国民健康保健税の減免等（旧第4節）


第３節 住宅等対策新規


第４節　暴力団等への対策（旧第5節）


第２章　公共施設等災害復旧対策（旧第1節）


第１節 公共施設災害復旧事業（旧第1節第1）


第２節　激甚災害の指定（旧第1節第2-2）





地震災害対策計画編　現行計画


第１章　総則


第１節　計画の目的と方針	


第２節　地震の想定



























































第２章　災害予防計画


第１節　地震災害に関する調査


第２節　都市の防災化計画


第３節　地盤災害予防


第４節　公共施設の安全確保整備


第５節　建築物の耐震推進	


第６節　危険性物質の防災対策


第７節　産業廃棄物処理対策


第８節　地震火災予防対策	


第９節　災害時要援護者の安全対策


第10節　避難


第11節　防災施設等の整備	


第12節　文化財保護対策


第13節　業務継続計画の策定





（第３章　地震防災強化計画は、第５編へ）





第４章　地震防災対策推進計画


第１節　総　則


第２節　災害対策本部の設置等


第３節　地震発生時の応急対策等


第４節　地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画


第５節　防災訓練計画


第６節　地震防災上必要な教育及び広報に関する計画





第４章を第２編災害予防、第３編災害応急対策へ反映





地震災害対策計画編　目次（修正案）


第１編　総則編


第１章　計画の目的


第１節　計画の目的（旧第1節第1）


第２節　計画の性格（旧第1節第2）


第３節　計画の構成（旧第1節第2）


第４節　計画の作成又は修正新規


第２章　本市の特質と災害要員


第１節　本市の地形・地質（旧第1編第5節）


第２節　社会的条件（旧第1編第5節）


第３章 被害想定及び減災効果（旧第2節）


第１節基本的な考え方（旧第2節第1）


第２節地震被害の予測及び減災効果（旧第2節第2）


第４章 基本理念及び重点を置くべき事項新規


第１節 防災の基本理念新規


第２節 重点を置くべき事項新規


第５章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱（旧第1編第2節）


第１節　実施責任


第２節　処理すべき事務又は業務の大綱


第２編 災害予防


第１章防災協働社会の形成推進（旧第1編第4節）	10


第１節 防災協働社会の形成推進（旧第1編第3節・2編2節第13、第2）


第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携（旧第1編第9節、10節）


第３節　企業防災の促進（旧第1編第12節）	34


第２章 建築物等の安全化


第１節 建築物の耐震推進（旧第2章第5節）


第２節 交通関係施設等の整備（旧第2章第4節第1～3）


第３節 ライフライン関係施設等の整備（旧第2章第4節第4～9）


第４節 文化財の保護（旧第2章第11節）


第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備新規


第３節　都市の防災性の向上（旧第2章第2節）


第１節 マスタープラン等の策定新規


第２節 防災上重要な都市施設の整備（旧第2章第2節第2）


第３節 建築物の不燃化の促進（旧第2章第2節第1）


第４節 市街地の面的な整備・改善（旧第2章第2節第2）


第４章 地盤災害の予防（旧第2章第3節）


第１節 土地利用の適正誘導新規


第２節 宅地造成の規制誘導(風水害第１章第２節第４)


第３節 土砂災害の防止（旧第2章第3節）


第４節 被災宅地危険度判定の体制整備新規


第５章 防災施設等の整備（旧第2章第11節）


第６章 避難行動の促進対策（旧第2章第10節）


第１節 気象警報や避難指示等の情報伝達体制の整備新規


第２節 避難場所及び避難路の指定等（旧第2章第10節）


第３節 避難勧告等の判断及び伝達マニュアルの作成新規


第４節 避難誘導等に係る計画の策定（旧第2章第10節）


第５節 避難に関する意識啓発（旧第2章第10節）


第７章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策


第１節 避難所の指定・整備（旧第2章第10節第1）


第２節 要配慮者支援（旧第2章第9節）


第３節　帰宅困難者対策新規





地震災害対策計画編　現行計画





















































第５章　災害応急対策計画


第1節　活動体制	


第２節　通信運用	


第３節　地震情報等の伝達	


第４節　被害状況等の収集・伝達


第５節　災害広報	


第６節　災害救助法の適用


第７節　自衛隊の災害派遣	


第８節　消防活動	


第９節　浸水対策	


第10節　避難・救出	


第11節　医療及び助産


第12節　遺体の捜索、処理及び埋火葬


第13節　救援


第14節　災害警備


第15節　応急教育


第16節　防疫


第17節　環境汚染防止及び廃棄物処理


第18節　道路交通の確保


第19節　鉄軌道対策


第20節　電力施設対策


第21節　ガス施設対策


第22節　上水道対策


第23節　下水道対策


第24節　危険性物質の対策	


第25節　緊急輸送手段の確保











地震災害対策計画　目次（修正案）


第８章 火災予防・危険性物質の防災対策（旧第2章第8節）


第１節 火災予防対策に関する指導（旧第2章第8節第2）


第２節 消防力の整備強化（旧第2章第8節第1）


第３節 危険物施設防災計画（旧第2章第6節第1）


第４節 高圧ガス大量貯蔵所防災計画（旧第2章第6節第2）


第５節 毒物劇物取扱施設防災計画（旧第2章第6節第3）


第６節 放射性物質取扱施設防災計画（旧第2章第6節第4）


第９章 広域応援体制の整備（旧第5章）


第１節 広域応援体制の整備（旧第5章第32節）


第２節 救援隊等による協力体制の整備新規


第10章 防災訓練及び防災意識の向上（旧第4章第5節）


第１節 防災訓練の実施（旧第1編第8節）


第２節 防災のための意識啓発・広報（旧第4章第6節）


第３節 防災のための教育新規


第４節 防災意識調査及び地震相談の実施（旧第4章第6節）


第11章 震災に関する調査研究の推進（旧第2章第1節）





第３編 災害応急対策


第１章 活動態勢（旧第5章第1節）


第1節　職員の初動体制


第２節　災害対策本部


第３節 職員の派遣要請新規


第２章 避難行動（旧第5章）


第１節 地震情報等の伝達（旧第5章第3節）


第２節 避難の指示（旧第5章第10節第1）


第３節 住民等の避難誘導（旧第5章第10節第1）


第３章 災害情報の収集・伝達・広報（旧第5章）


第１節 被害状況等の収集・伝達（旧第5章第4節）


第２節 通信手段の確保（旧第5章第2節第1～2）


第３節 広報（旧第5章第5節）


第４節 一般通信施設（旧第5章第2節第4）


第４章 応援協力・派遣要請


第１節 応援協力新規


第２節 救援隊等による協力新規


第３節 自衛隊の災害派遣（旧第5章第7節）


第４節 ボランティアの受入（旧第5章第31節）


第５節 防災活動拠点の確保新規


第５章 救出・救助対策（旧第5章第10節）


第１節 救出・救助活動（旧第5章第10節第2）


第２節 防災ヘリコプターの活用新規


第６章 消防活動・危険性物質対策（旧第5章第8節）


第１節 消防活動（旧第5章第8節）


第２節 危険物施設対策計画（旧第5章第24節第1）


第３節 高圧ガス大量貯蔵所対策計画（旧第5章第24節第2）


第４節 毒物劇物取扱施設対策計画（旧第5章第24節第3）


第５節 放射性物質取扱施設対策計画（旧第5章第24節第4）


第７章 医療救護・防疫・保健衛生対策（旧第5章第11節）


第１節 医療救護（旧第5章第11節）


第２節 防疫・保健衛生（旧第5章第16節）





地震災害対策計画　目次（修正案）


第８章 地域安全・道路交通規制・緊急輸送対策


第１節 地域安全対策（旧第5章第14節第5）


第２節 道路交通規制等対策（旧第5章第18節第2）


第３節 緊急輸送道路の確保（旧第5章第18節第1）


第４節 緊急輸送手段の確保（旧第5章第25節）


第９章 浸水対策（旧第5章第9節）


第10章避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策


第１節 避難所の開設・運営（旧第6章第4節第1）


第２節 要配慮者支援対策（旧第6章第4節第2）


第３節 帰宅困難者対策（旧第5章第33節）


第11章 水・食品・生活必需品等の供給（旧第5章第13節）


第１節 給水（旧第5章第13節第1）


第２節 食品の供給（旧第5章第13節第2）


第３節 生活必需物資の供給（旧第5章第13節第3）


第12章 環境汚染防止及び廃棄物処理対策（旧第5章第17節）


第１節 環境汚染防止計画（旧第5章第17節第2）


第２節 廃棄物処理計画（旧第5章第17節第3）


第13章 遺体の取扱い（旧第5章第12節）


第１節 遺体の捜索


第２節 遺体の処理


第３節 遺体の埋火葬


第14 章 交通施設の応急対策


第１節 道路施設対策新規


第２節 鉄道施設対策（旧第5章第19節）


第15章 ライフライン施設等の応急対策


第１節 電力施設対策（旧第5章第20節）


第２節 ガス施設対策（旧第5章第21節）


第３節 上水道施設対策（旧第5章第22節）


第４節 下水道施設対策（旧第5章第23節）


第５節 通信施設の応急措置（旧第5章第2節第3）


第６節 郵便業務の応急措置（旧第5章第2節第5）


第16 章 住宅対策


第１節 被災建築物応急危険度判定及び被災宅地の危険度判定（旧第5章第29節）


第２節 被災住宅等の調査新規


第３節 公共賃貸住宅等への一時入居（旧第5章第27節）


第４節 応急仮設住宅の設置及び管理運営（旧第5章第26節）


第５節 住宅の応急修理（旧第5章第26節第4）


第６節 障害物の除去（旧第5章第28節）


第17章 学校における対策（旧第5章第15節）


第１節 地震情報等の伝達、臨時休業等の措置新規


第２節 教育施設及び教職員の確保（旧第5章第15節第1～2）


第３節 応急な教育活動についての広報新規


第４節 教科書・学用品等の給与（旧第5章第15節第3）








地震災害対策計画編　現行計画


（第５章　災害応急対策計画）


第26節　応急仮設住宅の建設と住宅の応急修理


第27節　公共賃貸住宅の一時入居


第28節　障害物の除去


第29節　建築物の応急危険度判定


第30節　金融対策


第31節　労務供給


第32節　相互協力及び応援要請


第33節　帰宅困難者対策








地震災害対策計画編　現行計画





第６章　災害復旧対策計画


第１節　公共施設災害復旧事業


第２節　震災復興都市計画の決定手続	


第３節　民生安定のための緊急措置に関する金融及びその他の資金


第４節　民生安定のためのその他の緊急対策


第５節　市税及び国民健康保健税の減免等


第６節　暴力団等への対策
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第４編 災害復旧


第１章 民生安定のための緊急措置


第１節 義援金その他資金等による支援（旧第6章第3節）


第２節 金融対策（旧第5章第30節）


第３節 住宅等対策（旧第5章第26節第5～6）


第４節 暴力団等への対策（旧第6章第6節）


第２章 公共施設等災害復旧対策


第１節 公共施設災害復旧事業（旧第6章第1節）


第２節 激甚災害の指定（旧第6章第1節）


第３章 震災復興都市計画の決定手続き


第１節 第一次建築制限（旧第6章第2節第1）


第２節 第二次建築制限（旧第6章第2節第2）


第３節 復興都市計画事業の都市計画決定　　（旧第6章第2節第3）





地震災害対策計画編　現行計画





第３章　地震防災強化計画


第１節　総　則


第２節　地震災害警戒本部の設置及び要員の参集


第３節　警戒宣言発表時等の情報伝達・収集及び広報


第４節　発災に備えた資機材、人員等の配備手配


第５節　発災に備えた直前対策


第６節　市が管理又は運営する施設に関する対策


第７節　他機関に対する応援要請


第８節　住民のとるべき措置
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第５編 東海地震に関する事前対策（旧第3章）


第１章 対策の意義及び東海地震に関連する情報


第１節 東海地震に関する事前対策の意義（旧第1節）


第２節 東海地震に関連する情報（旧第2節第1）


第２章 地震災害警戒本部の設置等


第１節 地震災害警戒本部の設置等（旧第2節）


第２節 警戒宣言発令時等の情報伝達（旧第3節第1）


第３節 警戒宣言発令時等の広報（旧第3節第2）


第４節 警戒宣言後の避難状況等に関する情報の収集、伝達等（旧第3節第3）


第３章 発災に備えた資機材、人員等の配備手配（旧第4節）


第１節 主要食糧、医薬品、住宅等の確保（旧第4節第1）


第２節 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配備（旧第4節第2）


第４章 発災に備えた直前対策


第１節 避難対策（旧第5節第1）


第２節 消防、浸水等対策（旧第5節第2）


第３節 社会秩序の維持対策（旧第5節第3）


第４節 道路交通対策（旧第5節第8）


第５節 鉄道（旧第5節第9）


第６節 バス新規


第7節 飲料水、電気、ガス、通信及び放送関係（旧第5節第4）


第８節 生活必需品の確保（旧第5節第5）


第９節金融対策（旧第5節第6）


第10節 郵政事業対策（旧第5節第7）


第11節 病院（旧第5節第10）


第12節 百貨店等（旧第5節第11）


第13節 緊急輸送（旧第5節第12）


第14節 警戒宣言発令時の帰宅困難者・滞留旅客対策


（旧第5節第13）


第５章 市が管理又は運営する施設に関する対策（旧第6節第1）


第１節 道路


第２節 河川・ため池


第３節 不特定かつ多数の者が出入りする施設


第４節 地震防災応急対策の実施上重要な建物に関する措置


第５節工事中の建築物等に対する措置


第６章 他機関に対する応援要請


第１節 防災関係機関に対する応援要請等（旧第7節第1）


第２節 自衛隊の地震防災派遣（旧第7節第2）


第７章 住民のとるべき措置


第１節 家庭においてとるべき措置（旧第8節第1）


第２節 職場においてとるべき措置（旧第8節第2）








Ⅲ．＜風水害等災害対策計画＞に関する修正要旨





Ⅳ．＜地震災害対策計画＞に関する修正要旨





Ⅴ．参考　～地域防災計画　本文抜粋～





愛知県





名古屋地方気象台





長久手市





西日本電信電話㈱


NTTマーケティングアクト





県防災行政無線


（高度情報通信ネットワークシステム）





（放　送）





日本放送協会名古屋放送局





市民





報道機関





（放送等）
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